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〇〇〇〇賃貸借契約書 

（長期継続契約） 

 

上記の賃貸借について、借受人、受注者及び貸付人は、各々の対等な立場における合意に基づいて、次

の条項により契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

この契約の締結を証するため、契約書３通を作成し、当事者の記名・押印をして、各自その１通を所持

する。 

 
令和　　年　　月　　日 
 

借受人 三原市 
 代表者　　三原市長　岡　田　吉　弘 印 
 
受注者 住　所　　 
 氏　名　　 印 
 
貸付人 住　所　　 
 氏　名　　 印 

 

 賃貸借物件 ○○○○

 賃貸借期間 車両登録日から〇年間

 納入期限 ○○○○

 納入場所 別紙仕様書のとおり

 賃貸借料 金　　　　　円 
（うち消費税相当額及び地方消費税相当額は　　　　　　　円） 
 
各年度の委託料支払予定額は次のとおりとする。 

　各年度の支払予定額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 
 支払方法 月払 

月額金○○円（うち消費税相当額及び地方消費税相額は○○円） 

車両登録日が月途中の場合、開始月は日割り計算しないものとし、１か月分とし

て支払うこととし、終了月の請求はないものとする。

 契約保証金 免除する

 特記事項 本契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定によ

る長期継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において当

該契約にかかる借受人の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、借受人

は、この契約を変更又は解除することができる。この場合の損害賠償等について

は、協議して定める。

 年度 金額
 令和〇年度 金○○円
 令和〇年度 金○○円
 令和〇年度 金○○円
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賃貸借契約条項 

 

（総則） 

第１条　借受人、受注者及び貸付人は、この契約書及び附帯する条件等に基づき、この契約を誠実に履行し

なければならない。 

（本契約の内容） 

第２条　受注者は、別紙仕様書に記載の車両のうちＮＯ．○○の車両を、賃貸借期間中、受注者の責任に

おいて貸付人として借受人に賃貸借するものとし、借受人は、その賃貸借料を貸付人に支払うものとす

る。 
２　前項の賃貸借にかかる契約形態はメンテナンスリースとする。 

（債権譲渡の禁止） 

第３条　受注者及び貸付人は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ借受人の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２　前項の規定にかかわらず、受注者及び貸付人が第三者に対して本契約に係る債権を譲渡した場合でも、

借受人は貸付人に支払いをすることができるものとする。 

（賃貸借料の支払） 

第４条　貸付人は、使用月の経過後速やかに賃貸借料を借受人に請求するものとする。 

２　借受人は、前項の規定による請求があった日から起算して３０日以内に賃貸借料を支払うものとする。 

３　借受人が支払期日までに貸付人に対して賃貸借料を支払わないときは、借受人は、貸付人に支払期日の

翌日から支払いするまでの日数に応じて、未支払いの賃貸借料につき政府契約の支払遅延防止等に関する

法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定した率（以下「支払遅延防

止法の率」という。）で算定した遅延利息を支払うものとする。 

（車両の納入等） 
第５条　受注者は車両を納入したときはその旨を借受人に届け出なければならない。 
２　借受人は車両について前項の届出を受けた後、速やかに検査を行い、検査に合格したときは受注者に

その旨を通知するものとし、これをもって車両の引渡しを受けたものとする。 
（車両の使用及び管理） 
第６条　借受人は前条による車両の引渡しを受けたときから、車両を使用できるものとする。この場合、

借受人は通常の業務のため、善良な管理者の注意をもって使用するものとする。 
（車両の所有権の表示） 

第７条　貸付人は、車両に貸付人の所有権を明示する表示、標識などを設置ないし、貼付することができる。 

ただし、設置ないし貼付する場所については、借受人及び貸付人が協議して定めるものとする。 

２　借受人は車両の返還までの間、前項の状態を維持するものとする。 

（車両の所有権侵害の禁止等） 

第８条　借受人は車両を第三者に譲渡したり、担保に差し入れたり、その他貸付人の所有権を侵害するよう

な行為をしないものとする。 

（メンテナンス） 
第９条　受注者は借受人が車両を常に安全に使用できるよう仕様書の内容に基づき整備及び修理し、それに

必要な部品等の交換及び補充を行うものとし、その費用を負担する。ただし、借受人の責めに帰するべき

事由により整備又は修理の必要が生じたときは、借受人は別途それに要する費用を負担する。 
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（納入すべき期限の延長） 

第１０条　受注者は、納入期限までに車両を納入することができないときは、直ちに、その理由、納入の予

定日その他借受人が指定した事項を借受人に届け出なければならない。 

２　受注者は、前項の規定による届出をしたときは、借受人に対し、納入すべき期限の延長の承認を申請す

ることができる。この場合において、借受人は、当該履行遅滞が賃貸人の責め に帰することができない

事由によるものであるときは、相当と認める日数についてこれを 承認することができる。 

３　借受人は、前項の規定による承認の申請があった場合において、当該履行遅滞が受注者又は貸付人の責

めに帰すべき事由によるものであると認める場合は、相当の期間内に履行する見込みが あると認めると

きに限り、履行期限の延長を承認することができる。 

４　受注者は、第１項の履行遅滞があった場合（第２項の規定による承認を受けた場合を除く。） は、借

受人に対し、遅延日数に応じて、賃貸借料総額に対して政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２

４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定した率（以下「支払遅延防止法の率」と

いう。）で計算して得た額の損害金を支払わなければならない 。 

５　前項の損害金の計算の基礎となる日数には、検査に要した日数は、算入しない。 

（契約不適合責任） 

第１１条　借受人は、引き渡された車両に関して契約の内容に適合しないものであるときは、受注者に対し、

目的物の修補、代替物の引渡し、不足物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、受

注者と貸付人間の契約において、借受人と貸付人との権利関係が明記されているものについてはこの限り

ではない。 

２　前項の場合において、借受人が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完が

ないときは、借受人は、その不適合の程度に応じて、受注者に対し代金の減額を請求することができる。

代金の減額の請求は、貸付人に対して履行の追完を請求又は催告することなく行うことができるものと

し、貸付人に帰責事由がないことを理由に代金の減額を免れることはできない。 

３　前２項の場合において、受注者又は貸付人の責めに帰する事由があり、借受人に損害が生じた場合は、

借受人は受注者又は貸付人に損害賠償を請求することができるものとする。 

４　借受人は、不適合を知った時から１年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、代

金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができないものとする。ただし、受注者又は

貸付人が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

（車両の滅失又はき損） 

第１２条　車両が天災その他不可抗力により滅失及びき損した場合は、借受人がその責めを負うものとす

る。ただし、通常の使用によるものは、この限りでない。 

２　車両がき損したときは、借受人、受注者及び貸付人の協議の上、次のいずれかの措置をとるものとし、

その費用は借受人が負担する。 

　(1)車両を完全な状態に復元若しくは修理する。 

　(2)車両と同等な性能の同種車両と取替える。 

　(3)き損により生じた損害を賠償する。 

３　車両が滅失（修理不能又は所有権の侵害を含む。）したときは、借受人はその損害を賠償しなければな

らない。賠償額は借受人、受注者及び貸付人が協議の上、決定することとする。 

４　第２項第３号又は前項の場合においては、当該損害金の支払完了と同時にこの契約は終了するものとす
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る。 

（借受人の解除権） 

第１３条　借受人は、受注者又は貸付人が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

(1) この契約に違反したとき。 

(2) 賃貸借期間の始期を過ぎても契約を履行しないとき、又は履行の見込が明らかにないと認められると

き。 

(3) 賃貸借の履行につき、不正の行為があったとき。 

(4) 正当な理由がないのに借受人の指示に従わないとき。 

(5) 役員等（受注者又は貸付人が個人である場合にはその者を、受注者又は貸付人が法人である場合には

その法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代表す

る者をいう。以下同じ。）が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以

下「暴力団」という。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

(6) 役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認め

られる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係を有していると認

められる法人若しくは組合等を利用するなどしていると認められるとき。 

(7) 役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認

められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の

維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

(8) 前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

(9) 受注者又は貸付人の経営に暴力団関係者の実質的な関与があると認められるとき。 

(10) 受注者又は貸付人が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令（以下この号及び次項において単に

「排除措置命令」という。）を受け、当該排除措置命令が確定したとき。 

(11) 受注者又は貸付人が、独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令（以下この号及び次項におい

て単に「納付命令」という。）を受け、当該納付命令が確定したとき。 

(12) 受注者又は貸付人（貸付人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）が、刑法（明

治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第

９５条第１項第１号の規定による刑に処せられたとき。 

２　借受人は、排除措置命令又は納付命令が受注者及び貸付人でない者に対して行われた場合であって、こ

れらの命令において、この契約に関し貸付人の独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反す

る行為があったとされ、これらの命令が確定したときは、契約を解除することができる。 

３　前２項の規定によって契約を解除したときは、契約保証金は、借受人の所得となる。保証金を納入しな

いときは、受注者又は貸付人は違約金として契約金額（分割払いの契約の場合は賃貸借期間総額）の１０

パーセントに相当する額を借受人に納入しなければならない。ただし、受注者及び貸付人の責めに帰する

ことができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

４　前項の規定は、借受人に生じた実際の損害額が同項に定める金額を超える場合において、借受人が当該

超える金額を損害賠償として請求することを妨げるものではないものとする。 

第１４条　貸付人は、賃貸借期間が満了するまでの間は、前条の規定によるほか、必要があるときは、契約
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を解除することができる。 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第１５条　受注者及び貸付人は、契約の履行に当たり暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ち

に借受人に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。 

２　受注者及び貸付人は、前項の場合において、借受人及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を

講じなければならない。 

３　受注者及び貸付人は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに借受人へ報告

するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。 

（貸付人の解除権） 

第１６条　受注者及び貸付人は、借受人がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能と

なったときは、この契約を解除することができる。 

（賃貸借期間満了後の車両の取扱） 
第１７条　受注者は、賃貸借期間が満了し再度契約を行わない場合等には、契約が終了した車両を速やかに

引き取るものとし、これに要する費用は受注者又は貸付人の負担とする。 

（秘密の保持） 

第１８条　受注者及び貸付人は、賃貸借の実施に際して知り得た事実を第三者に漏らしてはならない。 

（疑義の解決） 

第１９条　この契約に定める事項に疑義が生じた場合又はこの契約に定めのない事項で必要がある場合は、

借受人、受注者及び貸付人が協議して定めるものとする 。


